
島根県介護保険等利用被爆者助成事業実施要綱

第１章 総則

第１ 目 的

この要綱は、県内に居住地を有する被爆者であって、次に掲げるサービスを受け、又

は掲げる施設に入所し、当該サービス又は施設入所に係る費用の一部等を負担するもの

に対して、利用者負担の減額措置を講じることにより、被爆者及びその家庭の福祉の向

上に寄与することを目的とする。

ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）に規定する訪問介護、

旧介護予防訪問介護（注１）又は法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第

１号訪問事業（以下「第１号訪問事業」という。）のサービス（以下「訪問介護等サ

ービス」という。）

イ 法に規定する介護老人福祉施設又は地域密着型介護老人福祉施設（以下「介護福

祉施設等」という。）

ウ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する養護老人ホーム又は特別養

護老人ホーム（以下「養護老人ホーム等」という。）

エ 法に既定する通所介護、地域密着型通所介護、短期入所生活介護、介護予防短期

入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、介

護予防小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）、

認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護、旧介護予防通所介護（注

１）又は法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（以下「第

１号通所事業」という。）のサービス（以下「通所介護・短期入所生活介護等サービ

ス」という。）

注１ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備

等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１１条又は第１４条第２項の

規定により、なおその効力を有するものとされた同法第５条の規定による改正前

の法（以下「旧法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護及び

同条の２第７項に規定する介護予防通所介護をいう。

第２ 定 義

この要綱において、「被爆者」とは原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成

６年法律第１１７号）第１条に規定する被爆者をいう。

第２章 助成事業

第３ 助成事業の種類

助成事業は、次に掲げるものとする。

（１） 訪問介護利用被爆者助成事業



（２） 通所介護・短期入所生活介護等利用被爆者助成事業

・通所介護利用被爆者助成事業

・地域密着型通所介護事業

・短期入所生活介護利用被爆者助成事業

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護利用被爆者助成事業

・小規模多機能型居宅介護利用被爆者助成事業

・複合型サービス利用被爆者助成事業

（３） 介護老人福祉施設等入所被爆者助成事業

第４ 訪問介護利用被爆者助成事業

１ 対象者

低所得（原則としてその属する世帯の生計中心者が所得税非課税である（生活保護

受給世帯を含む。）こと。なお、所得税非課税には所得税法（昭和４０年法律第３３号）

第２条第１項第３０号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない

者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを、「婚姻によらない

で母となつた女子であつて、現に婚姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある場合を含む）をしていないもの」と読み替えた場合に同法第８１条及び

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１７の規定により所得税が課

されないこととなること及び、所得税法第２条第１項第３１号中「妻と死別し、若し

くは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定め

るもの」とあるのを、「婚姻によらないで父となつた男子であつて、現に婚姻（届出を

していないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む）をしていないもの」

と読み替えた場合に同法第８１条の規定により所得税が課されないこととなることも

含むものとする。以下同じ。）の被爆者のうち、次の表の左側に掲げる訪問介護等サー

ビスを受け、それぞれ同表の右欄に掲げる介護給付費等の支給を受け、又は受けるこ

とができた者であって、当該訪問介護等サービスに係る費用の一部を負担しているも

のを対象とする。

訪問介護 ・居宅介護サービス費（法第４１条）

・特例居宅介護サービス費（法第４２条）

旧介護予防訪問介護 ・介護予防サービス費（法第５３条）

・特例介護予防サービス費（法第５４条）

第１号訪問事業（※） 第１号事業支給費（法第１１５条の４５の３）

※ 平成２７年３月３１日老健局発出事務連絡「介護保険事務処理システム変更

に係る参考資料の送付について（確定版）」サービス種類コード一覧に規定する

サービス種類コード A１及び A２に限る。

２ 限度額

１の表の右欄に掲げる介護給付の額に九十分の百を乗じて得た額から当該介護給付

の額を減じた額（注２）を限度額とし、その範囲内で助成するものとする。

なお、他の制度によって低所得の被爆者が負担する額が減額される場合は、その減

額後の負担額を限度額とし、その範囲内で助成するものとする。



注２ 法第５０条又は第６０条の規定が適用される場合にあっては、当該サービス費

に百分の九十を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合を除して得

た額

第５ 通所介護・短期入所生活介護等利用被爆者助成事業

１ 対象者

被爆者のうち、次の表の左欄に掲げる通所介護・短期入所生活介護等サービスを受

け、それぞれ同表の右欄に掲げる介護給付費等の支給を受けている者であって、当該

通所介護・短期入所生活介護等サービスに係る費用の一部を負担しているもの。

通所介護 ・居宅介護サービス費（法第４１条）

短期入所生活介護 ・特例居宅介護サービス費（法第４２条）

地域密着型通所介護 ・地域密着型介護サービス費（法第４２条の２）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ・特例地域密着型介護サービス費（法第４２条の３）

小規模多機能型居宅介護

複合型サービス

（看護小規模多機能型居宅介護）

認知症対応型通所介護

旧介護予防通所介護 ・介護予防サービス費（法第５３条）

介護予防短期入所生活介護 ・特例介護予防サービス費（法第５４条）

介護予防認知症対応型通所介護 ・地域密着型介護予防サービス費（法第５４条の２）

介護予防小規模多機能型居宅介護 ・特例地域密着型介護予防サービス費（法第５４条の３）

第１号通所事業（※） 第１号事業支給費（法第１１５条の４５の３）

※ 平成２７年３月３１日老健局発出事務連絡「介護保険事務処理システム変更

に係る参考資料の送付について（確定版）」サービス種類コード一覧に規定する

サービス種類コード A５及び A６に限る。

２ 限度額

１の表の右欄に掲げる、法が規定する当該費用から、被爆者が受け、又は受けるこ

とができた当該介護給付等の額を減じた額を限度額とし、その範囲内で助成するもの

とする。

なお、他の制度によって被爆者が負担する額が減額される場合は、その減額後の負

担額を限度額とし、その範囲内で助成するものとする。

注３ 法第４９条の２又は法第５９条の２の規定が適用される場合にあっては八十

分の百を乗じて得た額

注４ 法第５０条又は法第６０条の規定が適用される場合にあっては、市町村特例

割合を除して得た額



第６ 介護老人福祉施設等入所被爆者助成事業

１ 対象者

次に掲げる者を対象とする。

ア 被爆者のうち、次の表の左欄に掲げる介護老人福祉施設等に入所し、それぞれ同

表の右欄に掲げる介護給付の支給を受けている者であって、当該施設の入所に係る

費用の一部を負担しているもの。

介護老人福祉施設 ・施設介護サービス費（法第４８条）

・特例施設介護サービス費（法第４９条）

地域密着型介護老人福祉施設 ・地域密着型介護サービス費（法第４２条の２）

・特例地域密着型介護サービス費（法第４２条の３）

イ 被爆者のうち、養護老人ホーム等に入所し、老人福祉法第２８条第１項の規定に

より、入所に係る費用を徴収されているもの。

２ 限度額

ア 介護老人福祉施設等に入所している被爆者に対しては、１アの表の右欄に掲げる、

法が規定する当該費用から、当該被爆者が受けた、又は受けることができた当該介

護給付等の額を減じた額を限度額とし、その範囲内で助成するものとする。

なお、他の制度によって被爆者が負担する額が減額する場合は、その減額後の負

担額を限度額とし、その範囲内で助成するものとする。

注５ 法第４９条の２の規定が適用される場合にあっては、八十分の百を乗じて得

た額

注６ 法第５０乗除規定が適用される場合にあっては、百分の九十を超え百分の百

以下の範囲内において市町村が定めた割合（以下「市町村特例割合」という。）を

除して得た額

イ 養護老人ホーム等に入所している被爆者に対しては、当該施設の入所に係る費用

として、老人福祉法第２８条第１項の規定により市町村長から徴収されている額を

限度額とし、その範囲内で助成するものとする。

第７ 助成方法

この事業の助成方法は、介護保険法の居宅介護サービス費及び施設介護サービス費

の支給に準じて現物給付することを原則とする。

第３章 雑則

第８ 助成金の返還

偽りその他不正の手段により、この要綱に定める助成金を受けた者がある場合は、



知事は、その者から、当該助成金の全部又は一部を返還させることができる。

第９ その他

この要綱によるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、要領で定める。

附 則

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年３月２５日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月２８日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成３０年７月２７日から施行し、平成３０年８月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成３０年１０月５日から施行し、平成３０年９月１日から適用する。


